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Ⅰ�　ダイバーシティ・マネジメント研究の変化とは

　ダイバーシティ・マネジメントは，企業戦略（Richard 
2000）の 1 つとして世界各国に普及している。本稿の
目的は，理論と属性の面からダイバーシティ・マネジ
メント研究の質的変化をとらえることである。

１　ダイバーシティ・マネジメントとは何か
　ダイバーシティは，「ワークユニット内で相互依存
関係にあるメンバーの個人的な属性の分散」と定義さ
れる（Jackson, Joshi and Erhardt 2003：802）。性別，
人種などの人口統計学的属性に限らず，他者と自己と
の間に違いを見い出すものであれば，どの属性も研究
対象になりうる（Williams and O’Reilly 1998）。
　ダイバーシティ・マネジメントはダイバーシティが
生むポジティブおよびネガティブな効果に着目する

（Olsen and Martins 2012）。 本 稿 で は，Cox（1994）
の Managing diversity の記述を参考に，ダイバーシ
ティ・マネジメントを，「ダイバーシティの潜在的な
短所を最小限にしつつ，潜在的なダイバーシティの優
位性が最大限発揮されるように，組織のシステムと実
践を計画し実行すること」と定義する。
　ダイバーシティ・マネジメントには，2 つの側面が
ある（Köllen 2021）。1 つは，多様性は望ましいとい
う前提で，組織内に多様な人材を確保するという側面，
もう 1 つは，すでに組織内にある多様な人材の管理と
いう側面である（Köllen 2021）。インクルージョンに
関する初期の研究は，多様な人材管理のための包摂的
な職場風土に着目する（例：Nishii 2013；Nishii and 
Mayer 2009）。ダイバーシティとインクルージョンは
対で用いられることも多いが，別個の概念である。ダ
イバーシティは集団や組織における属性の構成を意味
するが，インクルージョンは，組織のシステムとプロ
セスへダイバーシティを統合することを焦点とする

（Roberson 2006）。

２　ダイバーシティ・マネジメント研究の変遷
　1980 年代後半以降，ダイバーシティ・マネジメン
トが企業の成果に与える影響を検証する実証研究が行
われてきた。およそ 30 年の間に，ダイバーシティ・
マネジメント研究はどう変化したのか。Yadav and 
Lenka（2023）は，1990-2019 年の 785 文献を元に計
量書誌学的分析を実施した。彼らは，1991-2000 年

（期間 1），2001-2010 年（期間 2），2011-2019 年（期
間 3）の三期間に区切り，研究の変遷を質的に分析し
た。その結果，8 つの次元が時間と共に変化していた

（表 1）。
　実践に当たって企業がまず直面するのが，「なぜ自
社がダイバーシティ・マネジメントに取り組む必要が
あるのか（理論）」と「その属性をターゲットとする
のはなぜか（属性）」という問いである。理論の変化
を見ると，表 1 の「主要な理論」は，期間 1 ではプラ
ス論とマイナス論が中心的に議論され，期間 2 と 3
で，両者を統合する理論に発展している。また，属性
に該当する「注目された次元」を見ると，期間 1 では
人口統計学的属性が中心であったが，職務関連属性

（期間 2），信教，LGBT，国籍，障がい（期間 3）と
推移している。
　なぜ
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ダイバーシティ・マネジメントが自社にとって
有効なのかを理解し，どの属性

4 4 4 4

を対象とするのかは，
どの組織にも共通する課題であろう。そこで以下で
は，理論と属性の面から，研究動向を概観する。

Ⅱ　ダイバーシティ・マネジメントの理論的展開

　ダイバーシティと成果の関係を説明する理論は三種
ある。ダイバーシティが成果にとって良い影響を与え
るというプラス論と，逆に悪い影響を与えるというマ
イナス論，そして，両者を統合する理論である。
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１　プラス論
　プラス論は，集団内に多様な情報が集まることに注
目する。ダイバーシティが高い集団は，より広範な社
会的ネットワークを持ち，多様な情報にアクセスでき
る（Ancona and Caldwell 1992）。そのため，意思決
定の質が向上し，創造性が高まる（Cox and Blake 
1991）。多様性に価値を置く（Value in diversity）立
場は，このプラス論を論拠とし，多様性が企業成果に
直接的な価値をもたらすと主張する（Herring 2009）。

２　マイナス論
　マイナス論は，多様な属性ゆえに阻害されるコミュ
ニケーションプロセスに着目する。人は集団内で，他
者を自分と同じ社会的カテゴリー（内集団）に属する
者か，それ以外のカテゴリー（外集団）に属する者か
に分類する（Tajfel et al. 1971）。社会的カテゴリーに
対して，人はアイデンティティを持つ（Tajfel and 
Turner 1979，2004）。それゆえ，自己の属する内集
団をひいきし，外集団を低く評価しようとする（Tajfel 
1982）。その結果，外集団成員に対するステレオタイ
プ的な認識がなされ（Taylor et al. 1978），バイアス
が生じることがある（Tajfel et al. 1971）。このよう
に，ダイバーシティが高まると，対立が増え（Pelled, 
Eisenhardt and Xin 1999），チームの成果に影響する

というのがマイナス論である。

３　統合モデル
　上記のプラス論とマイナス論を統合する理論モデル
がある。その 1 つが，カテゴリー化精緻化モデル

（Categorization–elaboration model：CEM）（van 
Knippenberg, De Dreu, and Homan 2004） で あ る。
ダイバーシティが高まると，多様な視点が集団内にも
たらされる。その結果，意見の対立が生じ（Jehn, 
Northcraft and Neale 1999），メンバーは対立する意
見を調整する必要に迫られる。そのため，集団内でタ
スクに関連する情報がより精緻化される。精緻化と
は，情報と視点の交換や個人レベルでの処理が行わ
れ，その処理結果を集団にフィードバックし，議論・
統 合 す る プ ロ セ ス を 指 す（van Knippenberg and 
Schippers 2007）。この情報の精緻化プロセスによっ
て，創造性が高まり，優れた成果につながると CEM
は主張する。
　もう 1 つが，ダイバーシティが成果にプラスかマイ
ナスかは，コンテクスト次第とする立場である。
Joshi and Roh （2009）は，39 文献 8757 チームのデー
タをもとにメタ分析を実施し，産業，職業（男性が多
い等，職業の人口統計学的構成），チーム（長期・短
期／相互依存性）という，レベルの異なるコンテクス

表 1　ダイバーシティ・マネジメント研究の時間に伴う進化
1991-2000（期間 1） 2001-2010（期間 2） 2011-2019（期間 3）

文献タイプ レビュー論文と実証論文の混合 レビューと実証論文の他，メタ分析と概念研究
の関連性が増す

実証論文が多数を占め，メタ分析が増加

生産的ジャーナル（ダイ
バーシティ・マネジメン
トに関する論文を多く掲
載するジャーナル）

Academy of Management Journal
Academy of Management Review
Administrative Science Quarterly
Human Relations

Academy of Management Journal
Group and Organization Management
Journal of Applied Psychology
Human Resource Management

Equality, Diversity, and Inclusion
International Journal of Human Resource 
Management
Journal of Organizational Behavior

主要トピックス ダイバーシティの概念化，
ダイバーシティのタイプ，
表層と深層

ワーク・グループ・ダイバーシティ，
チームダイバーシティ，チームの創造性，
トップマネジメントチーム

ダイバーシティ・マネジメントの実践
ダイバーシティ＆インクルージョンアプローチ

注目された次元 人口統計学的ダイバーシティ：年齢，
ジェンダー，人種，民族
カルチュラル・ダイバーシティ

多様性の三類型：距離，格差，種類
職務に関連した多様性，民族多様性

信教
LGBT，国籍
障がい

主要な理論 社会的アイデンティティ理論
自己カテゴリー化理論
類似性魅力理論
上層部理論

意思決定理論
資源ベース理論
フォールトライン理論
カテゴリー化精緻化モデル（CEM）

ダイナミック・チーム・ダイバーシティ理論
自己決定理論
制度理論
最適弁別性理論

リサーチ・セッティング 多くの文献が米国の文脈で刊行 欧州国における研究の関心の高まり
米国とのコラボレーション

インド，韓国，中国等アジアの国が重視
依然として欧州と米国コンテクストの論文が支
配的

主要な貢献 人口統計学的ダイバーシティ，およ
び，職務関連性の高／低というダイ
バーシティの分類の出現

コンテクスト変数を取り入れ負の効果を消す
正／負の側面を統合する CEM モデルの提案

ダイバーシティ・マネジメントプログラム
ダイバーシティ学習フレームワーク
ダイバーシティ＆インクルージョンの実践
ダイバーシティ志向の HR 実践

主要な成果 ダイバーシティが成果へ及ぼす正およ
び負の直接効果が見い出される

社会的カテゴリー化理論と意思決定理論を統合
することでダイバーシティの逆効果を解消
コンテクスト変数の調整効果によってチーム成
果を高める

ダイバーシティ・マネジメントの実践を通じて
組織の成果を高める
組織の取り組みに公平性（公正性）を導入

出所：�Yadav and Lenka （2023） “Table 2. Temporal evolution of diversity management research” p. 15 を，許可を得て筆者邦訳。「期間 1-3」の表記および「生産
的ジャーナル」の説明は筆者が加筆した。
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ト要因が，チームダイバーシティと成果の関係を調整
することを示した。
　このように，ダイバーシティは成果にプラスとマイ
ナスの影響を与える（Williams and O’Reilly 1998）。
そのため「もろ刃の剣」といわれる（Milliken and 
Martins 1996）。

Ⅲ　ダイバーシティ・マネジメントの正統性

１�　企業にとっての「正統性」とは
　「もろ刃の剣」である以上，組織がダイバーシティ・
マネジメントに取り組むには，正統性が必要である。
本稿では正統性（Legitimacy）を，「組織のアクショ
ンが内部および外部の利害関係者によって受け入れ 
られ，認められること」と定義する（Kostova, Roth 
and Dacin 2008：1000）。
　ダイバーシティ・マネジメントの正統性には，経済
的正統性と倫理的正統性がある（Köllen 2021）。経済
的正統性とは，ダイバーシティ・マネジメントは経済
的価値を伴うという考え方であり（Köllen 2021），プ
ラス論の主張する，多様な視点が組織成果にもたらす
正の影響を前提とする。組織がダイバーシティ・マネ
ジメントに取り組むこと自体，より優秀な人材を引き
付けることに寄与する（Ng and Burke 2005）。また
多様な従業員を適切に管理することで，離職を防ぎ，
企業のコストを抑えることができる 1）（Cox and Blake 
1991）。
　一方，倫理的正統性は，ダイバーシティ・マネジメ
ントを平等実現の手段（Cox 1994）ととらえる（Köllen 
2021）。女性，同性愛者，障がい者等，特定の社会的
カテゴリーに属する者が高い地位に就けるよう，企業
が投資することを正当化する（Köllen 2021）。政治・
経済分野のクオータ制（人数割当制），アファーマ
ティブアクション（積極的格差是正措置），ポジティ
ブアクション（積極的改善措置）も，倫理的正統性の
見地から正当化される。経済的正統性と倫理的正統性
は，相互排他的ではなく，両立することもある（Köllen 
2021）。

２　正統性を理解することの重要性
　ダイバーシティ・マネジメントは組織内外のさまざ
まな集団に影響を及ぼす。そのため，正統性の理解が
鍵になる。従業員がダイバーシティ・マネジメントを
どう受け止めるかによって，組織環境を包摂的である

と感じる度合いや，従業員の態度や行動に及ぼす影響
も異なる（Ashikali and Groeneveld 2015）。さらに，
ダイバーシティ・マネジメントに対する反応は，マ
ジョリティとマイノリティとで異なる。例えば，女性
を対象としたダイバーシティ・マネジメントの取り組
みは，男性にとっては公平だと思えても，女性には不
十分と感じられることがある（Mor Barak, Cherin 
and Berkman 1998）。そのため，リーダーが，ダイ
バーシティ・マネジメントに取り組む意義を従業員に
効果的に伝えることが成功の鍵となる（Leslie et al. 
2023）。

Ⅳ　どの属性を対象とするか

１　研究の対象となる属性の変化
　組織が直面するもう 1 つの課題が，どの属性をダイ
バーシティ・マネジメントの対象とするかである。
Yadav and Lenka（2020）のシステマティック・レ
ビューは，1991-2018 年の間に刊行された 123 文献か
ら既存研究における属性分布を示した。最も多かった
のは人種／民族 38 件，次に性別（男性／女性）32 件，
年齢 25 件，教育専攻 14 件，組織在籍年数 13 件，経
歴 9 件，チーム在籍年数 6 件，職歴 2 件であった

（Yadav and Lenka 2020）。
　研究対象属性の選定には，その国の法制度や社会情
勢が影響する。クオータ制を採る国では性別が，移民
が多い国では国籍・人種・民族が主要な対象属性とな
る（Köllen 2021）。米国では最も頻繁に考慮される属
性は性別と人種・民族である（Herring 2009；Pitts 
2009；Köllen 2021）。また，ドイツでは性別，言語，
障がいの有無，年齢が（Köllen 2021），中国では，性
別，年齢，居住地，人種・民族の違いが重視される

（Thomson, Wei and Swallow 2019）。日本では，女性
を対象としたポジティブアクションとダイバーシ
ティ・マネジメントが同時期に入ってきた経緯があり

（谷口 2008），性別が考慮されることが多い。

２　近年注目される属性―障がい，性的指向
　近年研究が増え，日本でも注目されるのが，障がい
と性的指向である（Yadav and Lenka 2023）。
　（1）障がい
　日本の「障害者基本法」は，「障害者」を，「身体障
害，知的障害又は精神障害があるため，継続的に日常
生活又は社会生活に相当な制限を受ける者」と定義す
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る。障がいのダイバーシティ・マネジメントについて
の研究 2）が増加する背景には，社会の態度と法的枠組
みの変化がある（Schloemer-jarvis, Bader and Böhm 
2021）。例えば，米国では ADA（the Americans with 
Disabilities Act of 1990）によって，障がいと仕事に
関する実務および学術的関心が高まり，英国，オース
トラリア，カナダでも同様の動きがある（Colella and 
Bruyère 2011）。
　日本では，障がい者の法定雇用率が高まっている。
法定雇用率は 1988 年（1.6％）以降上昇を続け，2021
年 に は 2.3 ％ と な り（ 労 働 政 策 研 究・ 研 修 機 構 
2023a），2026 年度中に 2.7％になる見込みである（労
働政策研究・研修機構 2023b）。厚生労働省（2023）
によれば，民間企業では雇用障害者数（64 万 2178
人），実雇用率（2.33％）ともに過去最高を更新した。
　障がいのダイバーシティ・マネジメント研究では，
倫理的正統性の観点から，障がい者をどのように包摂
するかというアプローチが多い。そのため，障がいを
持つ従業員への差別や偏見が，なぜ，どのように生ま
れるか，そして，障がい者のインクルージョンにはど
のような配慮が必要かという点が，研究の主要な関心
である（Colella and Bruyère 2011）。
　職場レベルでは，職場の受け入れ，配慮，周囲の認
知・態度，雇用主との関係が重要であることが示され
ている（Vornholt, Uitdewilligen and Nijhuis 2013）。
また，人的資源管理の面では，障がい者の選抜と配
置，訓練開発，評価・昇進・キャリアマネジメント，
報酬と福利厚生が研究の焦点となっている（Schloemer-
Jarvis, Bader and Böhm 2021）。
　障がい者を雇用することは，単に法令遵守のためと
考えられがちである。しかし，ダイバーシティ・マネ
ジメントにおいて，障がいは 1 つの属性カテゴリーで
あり，組織にとって貴重な人材である。経済的正統性
の点から，組織が障がいを属性としてとらえ，その包
摂を組織戦略として認識するアプローチも必要だろう

（Gould et al. 2022）。
　（2）性的指向
　性的指向とは，「LGB」すなわちレズビアン（女性
同性愛者），ゲイ 3）（男性同性愛者），バイセクシュア
ル（男性と女性の双方を性愛の対象とする者）であ
る。LGB に，「T」すなわちトランス・ジェンダー

（ジェンダーアイデンティティと生まれたときに割り
当てられた性別が一致していない人），これに分類さ

れない多様な性を含めて，LGBTQ＋4）と表記される
ことも多い。
　企業が性的指向のダイバーシティ・マネジメントに
取り組む背景には，性的少数者の割合が決して低くな
いこと（Jones 2023；電通グループ 2023），そして，
各国の法制度の変化がある。LGB に関する法制度の 1
つに同性婚があるが，2024 年 1 月末時点で，同性婚
が法制化され異性婚と同等の権利が保障される国は
34 カ国，パートナーシップ制度がある国は 36 カ国あ
る（The International Lesbian, Gay, Bisexual, Trans 
and Intersex Association 2024）。そのため，ステイク
ホルダーに外国人投資家や海外の取引相手が含まれる
場合や，国際人的資源管理を伴う場合，企業は性的指
向のダイバーシティ・マネジメントに取り組む必要が
ある。日本では，外国人持ち株比率が高く，企業規模
が大きい企業ほど，LGBT 対応方針がある傾向も示さ
れている（林 2017）。東洋経済新報社（2023）の『CSR
企業総覧 2024 年版』1714 社データによれば，「LGBT
に対する基本方針がある企業」は，あり 576 社，なし
511 社，作成予定 82 社，その他 91 社であった。こう
した経済的正統性に加えて，性的指向は職場での差別
につながりやすいことから（Köllen 2021），研究では
倫理的正統性も強調される。
　それでは，性的少数者の従業員に対して，企業はど
のような実践をすべきか。Roberson et al.（2023）は，
LGBTQ 方針と実践には，コンプライアンスと反差別，
代表性，ワーク・ライフ，インクルージョン，CSR
の 5 つの次元があること，さらに，これらを一体で提
供する重要性を示した。なぜなら，戦略的人的資源管
理の観点から，体系的に複数の方針・実践を提供する
ことで相互作用が得られ，期待する組織成果につなが
るからである（Roberson et al. 2023）。
　性別のダイバーシティ・マネジメントは，男性／女
性という二元論になりがちだが（Köllen 2016），それ
にあてはまらない従業員がいることを，組織がまず認
識することが必要である。

３　課　題
　障がいと性的指向に共通するのが，他の属性に比べ
て職場での差別につながりやすい点である。そのた
め，成果指標も既存研究とは異なり，プラス／マイナ
ス論では理論的に説明できないことも多い（Colella 
and Bruyère 2011；Byington, Tamm and Trau 2021）。
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　また，両属性とも「見えにくい」という特徴があ
る。特に性的少数者は，組織に一定数いるが，本人か
ら開示しない限りその把握は困難である。組織では，
時に同僚と親密な事実を交換することで信頼とコミッ
トメントを表す（DeJordy 2008）。そのため，従業員
には自身の性的指向を開示するプレッシャーがかかる
こともある（Byington, Tamm and Trau 2021）。一方，
開示による職場内の差別や，ネットワークが狭まると
いった，個人のキャリア成果が損なわれるリスクもあ
る（Bowen and Blackmon 2003）。開示の困難性は，
障がいや信教とも共通する特性である（Gould et al. 
2022）。研究においては，属性ごとに異なる課題があ
ることを認識しなければならない。

Ⅴ　結　論

　本稿が論じたダイバーシティ・マネジメント研究の
「変化」はほんの一部にすぎない。しかし，理論を意
識した上で属性カテゴリーのターゲットを検討するこ
とは実務的にも学術的にも有効だろう。また，これま
で見過ごされてきた属性カテゴリーを研究対象とする
ことで，さらなる理論の拡張と進展も期待される。

 1）ただし，マイノリティ従業員の福利厚生にかかるコストを
考慮する必要がある（谷口 2019）。

 2）近年では，発達障がいを，障がいではなく認知能力の違い
ととらえる「ニューロダイバーシティ」（Singer 1999）の研
究がある。日本では，経営学分野におけるニューロダイバー
シティ研究としては，船越・鎌田（2023）が，ニューロダイ
バーシティについて調査をしている。

 3）「ゲイ」は英語圏では男性同性愛者と女性同性愛者の双方
を指すことがあるが，日本では，男性同性愛者を指す言葉と
して流通している（森山 2017）。

 4）トランス・ジェンダーおよびトランス・セクシュアルは，
企業のダイバーシティ・マネジメントの焦点になりにくいこ
とが指摘されている（Köllen 2016）。
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